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本研究は、中国の中学生におけるスマートフォン使用実態と、学校・家庭による管理の現状を明らかに

することを目的とする。蘇州・南京の中学生 207 名へのアンケート調査と、保護者 4 名・教員 3 名へのイ

ンタビューを通じて、学習・生活・心理面への影響や利用ルールを多角的に分析した。結果として、スマー

トフォンは学習補助などの肯定的効果を持つ一方、学習意欲低下や家庭内摩擦といった課題も確認された。

多くの生徒は使用制限を前向きに受け入れているが、家庭内では認知のずれや対話不足がみられる。以上

より、家庭と学校が連携し、生徒の意見を取り入れた協働的なルール形成と対話重視の教育的支援が重要

であることが示唆された。  

 
キーワード：スマートフォン，中学生，学校教育，家庭教育，ルール  

 
 
1．研究背景   
(1) 中国におけるスマートフォン普及の動向  

近年、スマートフォンは急速に普及し、青少

年におけるインターネット利用の主要手段とな

っている。CNNIC（2024）が公表した「第 55
回中国インターネット発展状況統計報告」によ

れば、中国のモバイルネットユーザーはインタ

ーネット利用者のほぼ全体を占め、未成年者に

おいてもインターネット利用はほぼ完全に普及

している。  
さらに、「第 5 回全国未成年者インターネッ

ト利用調査報告（2023）」では、未成年者のイン

ターネット普及率が高水準であり、都市部と農

村部の格差も縮小していることが示されている。

未成年者の主要な接続デバイスはスマートフォ

ンであり、個人専用端末の保有も一般化してい

る一方、デスクトップ PC の利用は減少傾向に

ある。  
(2) 利用の特徴と使用時間  

李月（2023）は、中国の中学生の主な利用目

的として、チャット（WeChat・QQ）、学習支援、

ショート動画、ゲーム、音楽・小説などを挙げ

ており、平日の放課後利用時間は 1～2 時間、休

日は 2～4 時間へと増加する傾向がある。また、

性別による差異も認められ、女子生徒は学習、

音楽鑑賞、SNS 閲覧、オンラインショッピング

の利用率が高く、男子生徒はショート動画およ

びゲームの利用が相対的に高いことが報告され

ている。  
さらに、「2021 年全国未成年者インターネッ

ト利用状況研究報告」では、中学生の SNS 利用

率が未成年者全体の平均を大きく上回り、動画

視聴、情報検索、オンラインショッピング等の

利用も高頻度であることが示されている。特に

ファン活動への参加率が高く、一定割合の中学

生がオンライン上で応援活動に参加している点

も特徴である。  
CNNIC（2020）の調査によれば、平日に 2 時

間以上インターネットを利用する中学生は少数

にとどまるが、休日には利用時間が延長し、学

年の進行に伴って利用時間も増加する傾向が確

認されている。  
(3) 中学生期における特性  

中学生期は思春期に位置づけられる重要な発

達段階であり、心身の急速な成長とともに外的

環境の影響を受けやすい。この時期の青少年は
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新しい事物やデジタル技術に対して高い受容性

を示す一方、自己制御能力や判断力は未成熟で

あり、同年代集団、インターネット情報、家庭

教育方針などの影響を強く受けやすい。林崇徳

（2018）は、中学生期を自己同一性形成の初期

段階と位置づけ、抽象的・論理的思考が発達す

る一方で、仲間からの評価や社会的承認に対す

る感受性が高く、情緒の不安定さと外的刺激へ

の感受性が増大する時期であると指摘している。 
また、李小玲（2021）の研究では、中学生は

小学生よりもスマートフォン使用頻度が高く、

その動機として、人間関係の維持、情動調整、

学業ストレスからの回避が挙げられている。こ

れらの知見は、中学生期がデジタルメディアに

対して依存的・感情的関与を示しやすい発達段

階であることを示唆している。  
(4) 中国の教育制度におけるスマートフォン管
理  

中国では、教育部（2021）が発表した「小中

学生の携帯電話管理業務の強化に関する通知」

により、小中学生の個人所有携帯電話の校内持

ち込みは原則禁止とされ、学習目的や家庭上の

特別事情がある場合に限り、保護者の書面申請

を経て学校が一括管理する制度が導入された。

授業中の使用は禁止されるとともに、情報リテ

ラシー教育の実施が求められている。  
さらに、「双減」政策の施行により、教育部は

中学生の電子機器使用時間の管理、画面注視時

間の制限、電子機器の授業利用の抑制を明確に

規定した。加えて、2023 年公布の「未成年者ネ

ットワーク保護条例」により、学校はネット依

存防止や安全な利用環境整備など、未成年者の

ネット利用管理に関する法的責務を負うことと

なった。  
(5) スマートフォンが学習行動および学業成績
に与える影響  
马博文（2018）の調査では、中学生が学校で

スマートフォンを使用することは、学習や生活

の利便性を高め、生徒の娯楽的ニーズにも対応

する効果があるとされている。しかし、陳東

（2016）は、授業中のスマートフォン使用が注

意力散漫や学習効率低下を招く可能性を指摘し、

復習や課題の実施にも悪影響を及ぼすことがあ

ると述べている。さらに、李蓓蕾（ 2024）は、

スマートフォンの利用時間が長いほど学業成績

が低下する傾向があると指摘しており、これは

睡眠時間の減少、集中力低下、読書時間の圧迫

と関連している。学習アプリやオンライン授業

などの教育資源が存在するにもかかわらず、生

徒の時間管理能力や目標意識の欠如により、多

くの生徒は自主的・持続的な学習習慣を形成で

きず、代わりにショート動画やオンラインゲー

ムなどの娯楽コンテンツに惹かれる傾向がある

（陳東，2016）。このことは、スマートフォンが

学習環境において「利便」と「妨害」の二面性

を持つことを示している。  
(6) スマートフォンが生活習慣および心理健康
に与える影響  

スマートフォンは学習だけでなく、中学生の

生活リズムや心理健康にも影響を与える。李月

（2023）の研究によれば、自宅で一人でいる際

のスマートフォン使用が最も多く、その用途は

学習、音楽鑑賞、物語の聴取などである。これ

は一定程度、学習と娯楽のニーズを満たし、心

身の健全な発達に寄与する側面を示す。  
しかし、中国青少年研究センター（2021）に

よる「2020 年全国未成年者インターネット利用

状況研究報告」では、学業ストレスや対人関係

の悩みに直面した中学生がスマートフォンに依

存して感情を紛らわす傾向があり、依存や中毒

に進行する可能性があることが指摘されている。 
さらに、李倩（2025）は、過度なスマートフ

ォン使用が睡眠不足や生活リズムの乱れを引き

起こし、身体発育や精神状態に悪影響を与える

と報告している。長時間の SNS やバーチャル

空間利用は、社交回避、不安感、アイデンティ

ティの混乱など心理的問題にも関連する。  
また、張明麗（2024）は、中学生のスマート

フォン依存が親の養育スタイルと密接に関係し、

監督不足や情緒的コミュニケーションの欠如が

主因であると指摘している。  
(7) 学校・家庭・社会におけるスマートフォン
管理の現状と課題  

中学生のスマートフォン管理に関しては、学

－ 38 －
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校・家庭・社会の三者において一定の取り組み

がなされているものの、現場では「法はあれど

従わず」の状況が広く見られる（田漢族，2024）。 
学校は教育部の通知に基づき、制度的規制か

ら思想教育までの措置を講じているが、生徒と

の間で「ねずみと猫の追いかけっこ」のような

状態が生じ、管理が形骸化する例も少なくない

（翁明旭，2025）。  
家庭では、保護者の監督方法の不適切さによ

り親子間の衝突が発生し、場合によっては問題

性スマートフォン使用を助長することがある

（姚倩，2023）。  
さらに、社会的な啓発・広報活動も、学生の

内面的関心や行動変容には十分に作用していな

い。結果として、三者による管理措置は「分断

的」で「機械的」と評価されることが多く、現

行の管理は主に「抑止」と「制御」に偏ってい

る（翁明旭，2025）。  
 
2．研究目的   

スマートフォンは現代青少年の学習・生活に

おいて不可欠なツールであり、その利便性や娯

楽性を通じて学習活動や人間関係に影響を与え

る一方で、過度な使用は注意力の分散、学習効

率の低下、心理的依存の深化などを招き、心身

の健全な発達や学校生活に悪影響を及ぼす可能

性が指摘されている。  
前節で述べたように、中国では国家レベルで

スマートフォン関連政策が整備されているもの

の、学校現場では禁止措置に偏りがちで、情報

モラルやデジタル・リテラシーに関する体系的

教育は十分とは言えない。また、学校と家庭の

連携不足により、管理や指導の効果は限定的で

あり、家庭教育におけるスマートフォン利用の

管理・指導に関する実証的研究も乏しい。この

ような状況は、保護者が適切な対応方法を見い

だせず、親子間の緊張や対立を生む要因となる

こともある。  
以上を踏まえ、本研究は中国の中学生を対象

に、スマートフォン使用の実態および学校・家

庭における管理の現状を明らかにすることを目

的とする。具体的には、学習・生活への影響、

学校における利用制限や教育、家庭での使用ル

ールを調査・分析し、学校および家庭が定める

スマートフォン使用ルールに対して中学生がど

のような態度や認識を抱いているのかを検討す

る。  
 
3．研究方法  
(1) アンケート調査の概要  

本研究は、2025 年 8 月 23 日から 12 月 2 日

にかけて、中国南京市の 2 校および蘇州市の 1
校の中学生を対象に、オンラインで無記名自記

式のアンケート調査を実施した。アンケート調

査の配布およびデータ収集には、中国のオンラ

イン調査ツールである「問巻星」を用いた。ア

ンケート調査は全 39 項目で構成されており、

生徒のスマートフォン使用の実態を多角的に把

握することを目的としている。質問項目は以下

の 5 項目について行った。  
①スマートフォンの所有状況および使用時間  
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表 1 調査対象の基本属性（ｎ＝207）  

項目  区分  人 数

（ｎ）  
割合（％） 

学年  中学 1 年生  54 26.09 
中学 2 年生  83 40.10 
中学 3 年生  70 33.82 

性別  男子  100 48.31 

女子  107 51.69 

居住地  南京市  105 50.72 

蘇州市  102 49.28 
ス マ ー

ト フ ォ

ン 所 有

状況  

所 有 し て い

る  
132 63.77 

所 有 し て い

ない  
75 36.23 

 
(2) インタビュー調査の概要  

本研究は、2025 年 4 月 12 日から 7 月 6 日ま

で、オンラインにより、南京市と蘇州市の中学

校教師 3 名、および中学生の子どもを育てる保

護者 4 名にインタビュー調査を実施した。イン

タ ビ ュ ー の 方 法 は ， オ ン ラ イ ン 会 議 ツ ー ル

「Tencent Meeting」を用いた半構造化インタ

ビューである。インタビュー時間は平均して 1
人当たり 33 分間程度である。  

質問項目は以下の６項目について行った。  
①調査対象の基本情報（年齢，子どもの年齢、

学年、性別〔教員の場合は勤務状況、勤務歴〕） 
②子どものスマートフォン利用状況（所有の有

無、使用時間、主な利用目的）  
③スマートフォン利用が学習および日常生活に

与える影響（肯定的影響・否定的影響）  
④スマートフォン利用に伴う問題点（依存傾向、

集中力低下、健康面への影響など）  
⑤家庭におけるスマートフォン利用への対策

（利用ルールの設定、使用時間制限等）/学校（教

員）によるスマートフォン利用に関する指導内

容（教育方針、具体的な取り組み）  

⑥スマートフォン利用に関する自由意見・要望  
本研究におけるインタビュー対象の教員は、

いずれも 20 代であり、教職経験年数は比較的

短い。こうした調査対象者の設定について、以

下の点を補足して説明する。  
まず、中国の中学校教育においては、中学生

のスマートフォン使用に関する管理は、学校が

統一的に定めた規定に基づいて運用されており、

関連する管理措置や教育内容も学校全体として

計画・実施されている。そのため、教員個人の

教職経験年数の長短が、スマートフォン管理の

方法に与える影響は比較的限定的である。次に、

スマートフォンに関する教育や指導は学校の方

針に沿って行われるため、内容の一貫性が高く、

若手教員であっても十分に実施可能である。  
さらに、年長の教員と比較して、若手教員は

スマートフォンやデジタルメディアに関する知

識や感度が高く、生徒の利用実態における問題

点を把握しやすいと考えられる。  
その結果、スマートフォン使用に関する課題

に対して、より具体的かつ的確な指導や助言を

行うことが可能である。  
以上の理由から、本研究において若手教員を

インタビュー対象としたことには、一定の妥当

性および研究上の意義があるといえる。  
調査対象者の基本情報は以下の一覧表の通り

である（表 2、3）。表への記載順はインタビュ

ーを実施した時系列に従っている。なお，個人

情報保護のため勤務校所在地は市のみの記載と

し，個人を特定し得るデータは全て伏字に変換

するものとする。  
インタビューは全てオンラインで実施し，

Tencent Meeting のレコーディング機能を用い

て録音した。そのうえで翻訳して逐語録を作成

した。  
その後，逐語録を整理して、帰納的分析法を

用いて中核的な内容を抽出する。その上で、逐

語録の内容を「インタビュー項目―調査対象者

―中核的な内容―代表的発言」という構造に基

づいて分類・整理し、表として作成した。
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表 2 調査対象（教師）の基本情報   

 
表 3 調査対象（保護者）の基本情報  

 

4．研究結果  
(1) アンケート調査の結果  
１）スマートフォン使用実態  

スマートフォンの使用時間（平日・週末・長

期休暇における）については、「1＝使用しない、

2＝1 時間未満、3＝1～3 時間、4＝3～5 時間、

5＝5 時間以上」の 5 件法で回答を求めた。分析

にあたっては、平日・週末・長期休暇別に各時

間区分における回答の割合（％）を算出し、使

用時間の分布に基づいて使用傾向の比較を行っ

た（表 4）。  
 
表 4 平日・週末・長期休暇におけるスマートフォ
ン使用時間の分布（n＝207）  

区別  平日  週末  長期休暇  
使用しない  26.09% 9.18% 4.83% 
1 時間未満  35.75% 16.43% 11.11% 
1～3 時間  27.54% 41.55% 35.27% 
3～5 時間  7.25% 21.74% 28.02% 
5 時間以上  3.38% 11.11% 20.77% 
 
結果として、平日・週末・長期休暇における

スマートフォンの使用時間には明確な差が認め

ら れ た 。 平 日 に お い て は 、 「 使 用 し な い 」

（26.09％）および「1 時間未満」（35.75％）の

割合が高く、短時間利用が中心であることが示

された。一方、週末では「1～3 時間」が 41.55％
と最も高く、「3 時間以上」の割合も増加して

おり、中程度から長時間利用へと移行する傾向

が確認された。さらに、長期休暇においては「3
～5 時間」（28.02％）および「 5 時間以上」

（20.77％）の割合が顕著に高く、長時間利用が

中心となる傾向がみられた。このように、使用

時間の分布に基づく分析から、平日に比べて週

末および長期休暇ではスマートフォンの使用時

間が長くなる傾向が明確に示されており、全体

として「平日＜週末＜長期休暇」という段階的

な増加傾向が確認された。  
スマートフォン使用による影響について、良

い影響と悪い影響に分けて分析を行った。デー

タを Microsoft Excel を用いて整理し、各質問

項目について記述統計分析（回答頻度および割

合の算出）を行った。なお、複数回答が可能な

設問については、回答者数（n＝207）を基準と

して割合を算出した。  
スマートフォン使用後の肯定的変化について

は、多くの生徒がその有用性を認識しているこ

とが示された。「新しいスキルの習得ができた」

調査日  対象者  年代  勤務校

所在地  
調査時の勤

務状況  
勤務歴  担当の科目  イ ン タ ビ

ュー時間  

2025.04.12 ｗ先生  20 歳代  蘇州  2 年生担任  2 年  数学  37 分  

2025.04.12 ｘ先生  20 歳代  南京  2 年生担任  2 年  歴史  37 分  

2025.04.26 Ⅾ先生  20 歳代  南京  2 年生担任  2 年  英語  30 分  

調査日  対象者  年代  勤務所

在地  
子どもの学年  子 ど も

の年齢  
子 ど も の

性別  
イ ン タ ビ

ュー時間  

2025.06.27 F さん  40 歳代  南京  2 年生  14 歳  男  40 分  

2025.07.05 M さん  40 歳代  蘇州  3 年生  15 歳  女  30 分  

2025.07.05 P さん  40 歳代  蘇州  3 年生  15 歳  女  28 分  

2025.07.06 Z さん 30 歳代  蘇州  2 年生  14 歳  男  32 分  
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「新しい知識を学ぶことができた」と回答した

生徒はいずれも 72.46％（150 名）に達し、学習

支援ツールとしての役割が顕著であった。  
また、「ストレスを解消することができた」と

回答した生徒も 142 名（68.60％）と多く、情緒

面における肯定的側面も確認された。さらに、

「親や親戚、友人と連絡することができた」

（139 名）、「ニュース、天気、交通情報などそ

の他の情報を知ることができた」（131 名）など、

日常生活の利便性向上に関する項目も高い割合

を示した。「どれにも当てはまらない」と回答し

た生徒は 4.83％（10 名）にとどまり、スマート

フォンの正の影響が大多数の生徒に及んでいる

ことがうかがえる（図 1）。  
スマートフォン使用に伴う負の影響として、

「運動が減った」を挙げた生徒が最も多く、

34.30％（71 名）に上った。一方で、「どれにも

当 て は ま ら な い 」 と 回 答 し た 生 徒 も 84 名

（40.58％）存在し、スマートフォンの影響には

個人差があることが示された。  
項目別に見ると、「対面よりも SNS を使うこ

とに慣れた」は 50 名（24.15％）、「勉強への集

中力が減少した」は 41 名（19.81％）であり、

学習態度や対人関係の在り方に一定の影響が及

んでいる可能性がうかがえる。また、「使用でき

ないとイライラした」（28 名）や「スマートフ

ォンがないと退屈で不安」（36 名）といった情

緒面に関する項目も一定数確認されたが、その

割合はいずれも 2 割未満であった。さらに、「友

人よりスマートフォンが楽しい」「現実生活から

逃避した」と回答した生徒はいずれも 16 名

（7.73％）と比較的少数にとどまった（図 2）。 
これらの結果から、スマートフォン使用によ

る負の影響は一部の生徒に集中して現れており、

特に身体活動の減少や対人交流様式の変化とし

て認識されていることが明らかとなった。  
 
 

 

 
図 1 スマートフォン使用による影響（n＝207、複数回答）  

 

 
図 2 スマートフォン使用による影響（n＝207、複数回答）  
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図 2 スマートフォン使用による影響（n＝207、複数回答）  
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2）スマートフォン使用ルール  
まず、家庭については、70.53％（146 件）の

家庭がスマートフォン利用に関するルールを設

けており、使用時間の制限や学習中の使用禁止

などが確認された。他方、29.47％（61 件）の

家庭には明確なルールがなく、一定の管理不足

が見られた（図 3）。次に、学校では、89.37％
（185 件）の生徒は学校のスマートフォン利用

規定が「ある」と回答し、家庭より高い規定の

普及率が示された。これは、教育機関が生徒の

スマートフォン利用に対して強い関心と管理意

識を有していることを示している。両者を比較

すると、学校の管理規定はより広く浸透してい

るのに対し、家庭の管理は相対的に弱いことが

分かる。  

 
図 3 スマートフォンの使用に関するルール  

 

 
図 4 使用制限に対する態度  

 

 
図 5 家庭内スマートフォン使用規定の有無と使用

制限に対する態度（クロス集計）  

まず、生徒全体の使用頻度に対する態度を見

ると、生徒はスマートフォン使用制限に対して、

全体として受容的かつ肯定的な傾向を示してい

ることが確認された（図 4）。全体の 77.3％の生

徒が何らかの形で使用制限を受け入れており、

そのうち 58.94％は、制限を「自分のためにな

る」と肯定的に評価していた。その一方で、「と

きどき納得できない」とする生徒も一定数存在

したが、制限を全面的に受け入れられないと回

答した生徒はごく少数にとどまっていた。  
次に、家庭におけるスマートフォン使用規定

の有無と、生徒の使用制限に対する態度との関

連について、クロス集計およびカイ二乗検定を

行った。その結果、家庭内規定の有無と態度選

択との間には、有意水準 5％において統計的に

有意な関連は認められなかった（χ²  = 8.113, 
df = 4, p = .088）。しかしながら、帯グラフ（図

5）から、家庭に使用規定がない生徒では、「自

分のためになると思う」および「しかたないと

思う」といった肯定的・受容的態度が全体の約

9 割を占めており、使用制限に対する受容傾向

が高いことが確認された。他方、家庭に使用規

定がある生徒においては、「自分のためになると

思う」が最多である点は共通しているものの、

「ときどき納得できない」と回答する割合が相

対的に高く、態度分布に差異がみられた。  
 

 
図 6 親子の認識差とルール策定意向に関するクロ

ス集計表  

 
次に、親子のスマートフォン利用に関する認

識差、生徒の意見表明頻度、ルール策定意向、

および家庭内における衝突頻度との関連につい

て、クロス集計およびカイ二乗検定を用いて検

討した。  
まず、親子の認識差とルール策定意向（スマ
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ートフォンの使い方について、自分でルールを

決めたいと思うか？）との関係について分析し

た結果、両変数の間には統計的に有意な関連が

認められた（χ² = 36.716，df = 9，p < .001）。
認識差が大きいほど、生徒は大人主導のルール

設定を受け入れにくく、自らルールを決定しよ

うとする自律的志向が強まる傾向が確認された。

また、認識差が中程度の場合には、親と共同で

ルールを決定しようとする協調的志向が優勢で

あり、認識差が小さい群では、大人に管理権限

を委ねることへの抵抗感が相対的に低い傾向が

示された。全体としては、「一部は自分で決めた

い」とする共同管理志向が最も多く、完全な自

律と完全な他律の中間的立場が主流であること

が明らかとなった（図 6）。  
次に、認識差とスマートフォン利用をめぐる

衝突頻度との関係についても、統計的に有意な

関連が確認された（χ²  = 109.966，df = 9，p 
< .001）。クロス集計の結果から、認識差が小さ

い群では衝突がほとんど発生しない一方、認識

差が中程度になると衝突が断続的に生じ、認識

差が大きい群では衝突が常態化している状況が

示された。これにより、認識差の拡大が家庭内

対立の頻度増加と体系的に関連していることが

明らかとなった（図 7）。  
 

 
図 7 親子の認識差とスマートフォン利用をめぐる

衝突頻度に関するクロス集計表  

 
図 8 生徒の意見表明頻度とスマートフォン利用を

めぐる衝突頻度に関するクロス集計表  

また、生徒の意見表明頻度とスマートフォン

利用をめぐる衝突頻度との関係については、カ

イ二乗検定の結果、有意な関連が認められた（χ

² = 19.593，df = 9，p = .021）。ただし、クロ

ス集計の分布からは、意見を多く伝える場合で

も衝突が完全に回避されるわけではなく、また

意見表明が少ない場合にも衝突が一定程度生じ

ていることが確認された。すなわち、意見表明

の頻度と衝突頻度との関係は一様ではなく、単

純な増減関係にはないことが示された（図 8）。 
さらに、意見表明頻度とルール策定意向との

関係について検討した結果、両変数の間には統

計的に有意な関連は認められなかった（χ²  = 
12.621，df = 9，p = .181）。この結果から、生

徒がルール策定においてどの程度の自律性を求

めるかは、日常的な意見表明の頻度のみでは説

明できないことが明らかとなった。  
(2) インタビュー調査の結果  
1)先生へのインタビュー結果について  
a.スマートフォン所有状況と使用実態の多様性  

W 先生と X 先生の勤務する学校では、生徒の

大半がスマートフォンあるいはタブレット端末

を所有しており、使用に関しては平日夜間や週

末に一定の制限を設けている家庭も存在するが、

長期休暇中などには比較的自由な利用が認めら

れている。これに対し、D 先生のクラスでは保

護者による厳格な使用制限が行われているケー

スが多い。使用目的については、学習、チャッ

ト、ゲーム、ショート動画の視聴や制作など多

様であり、オンライン授業、英語学習、家庭科

的技能（料理等）、さらには声優練習といった創

造的・教育的活動に活用する例も報告されてい

る。  
b.学習・生活への良い影響  

3 名の教員は、スマートフォン使用によって

一定の教育的・生活的利点が生じている点を認

識している。たとえば、怪我などにより登校が

困難な生徒がスマートフォンを通じてオンライ

ン授業を受講し、課題提出を行うことで学習の

継続が可能になったケースが挙げられる。さら

に、自学自習において英語や数学の学習補助に

利用されたり、時事的知識の習得、生活スキル
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（例：料理）の向上、創造的活動（動画制作、

音読練習等）にも活用されるなど、スマートフ

ォンが学習支援ツールとして機能している側面

も見受けられる。  
c.学習・生活への悪影響とリスク  

その一方で、三者はいずれもスマートフォン

使用が学習や生活に深刻な悪影響を及ぼす実態

に警鐘を鳴らしている。とりわけ、依存傾向や

学習意欲の低下が顕著であり、長時間のゲーム

やネット小説への没頭によって不登校や学力低

下に繋がるケースが存在する。また、SNS やチ

ャット機能を通じて、感情的混乱（うつ症状、

自傷行為、自殺未遂）や人間関係トラブル（い

じめ、暴言、小グループによる中傷など）が発

生している。さらに、ネット恋愛や不適切な性

的コンテンツへの接触、オンライン詐欺といっ

た問題も報告されており、判断力の未発達な中

学生にとってスマートフォンは潜在的なリスク

を多く孕んだ存在となっている。  
d.学校における対応策  

学校現場では、スマートフォンの校内持ち込

みを原則禁止としており、違反者に対しては反

省文の提出、保護者の署名、没収期間の設定な

どの対応が取られている。加えて、保護者への

働きかけとして、平日の使用禁止や週末の使用

時間の制限（1〜2 時間程度）が推奨されている。

学級活動やホームルーム等では、正しいスマホ

の使い方、ネットリテラシー教育、スマートフ

ォン依存防止やネットいじめ対策といった内容

を含む指導が行われている。また、三者面談を

通じて保護者と連携を図る取り組みも実施され

ているものの、これらの効果は一時的にとどま

る傾向にあり、継続的な指導の難しさが課題と

して指摘されている。  
e.教員による課題認識と今後の課題  

3 名の教員はいずれも、スマートフォンの使

用を完全に排除することが理想であるとしなが

らも、現代社会における情報機器の普及と教育

的可能性を鑑み、一定の使用は不可避であると

認識している。ただし、自己管理能力が未発達

な中学生に対して無制限にスマートフォンを与

えることは、大きなリスクを伴うとの懸念が示

された。実際、スマートフォン依存によって感

情・行動面に偏りが生じる生徒が増加しており、

家庭内での厳格な管理と教育的介入が不可欠で

ある。教育現場としても、スマートフォンを単

に「禁止対象」として捉えるのではなく、その

影響について生徒自身が主体的に考える機会を

提供し、適切な使い方を共に学ぶ教育的アプロ

ーチが求められている。  
2)保護者へのインタビュー結果について  
a.所有状況と使用実態の多様性  

調査対象となった 4 家庭の子どもはいずれも

自分専用のスマートフォンを所有しており、一

部はタブレット端末も併用していた。所有のき

っかけは連絡手段や学習目的であったが、現在

では多くの時間が娯楽に費やされている。使用

時間に関しては、F さん・M さん・Z さんの子

どもは平日夜まで長時間利用し、週末もほぼ自

由に使用している。これに対し、P さんの家庭

では管理が厳しく、平日は 10 分程度の娯楽利

用にとどまり、週末もご褒美として約 2 時間に

限られている。利用目的については、全員に学

習アプリの活用が見られるものの、実際にはゲ

ーム、チャット、動画視聴などの娯楽が中心に

なっており、とくに F さんの子どもは使用目的

が完全に娯楽へと移行している様子がうかがえ

る。全体として、スマートフォンの個人所有が

一般化するものの、管理の厳しさや利用実態に

は家庭ごとの差が大きく表れている。  
b.学習や生活への良い影響  

スマートフォンの使用による良い影響として、

F さんは、一時的ながら学習動画や辞書アプリ

の活用、また連絡手段としての利便性を評価し

ている。M さんは、子どもが社会のニュースや

時事問題に関心を示すようになり、思考力が育

まれたと述べるとともに、アイドルの応援活動

を通じて前向きな姿勢や精神的成長を得ている

点を肯定的に捉えていた。P さんも、分からな

い宿題を自ら検索し解決する姿勢を評価してい

る。これに対し、Z さんはスマートフォン使用

に良い影響を感じていないと回答しており、評

価の差異が浮き彫りとなった。  
c.学習や生活への悪い影響  
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スマートフォンの使用により子どもたちには

多方面で深刻な悪影響が見られている。F さん

の子どもはスマートフォンを持ってから成績が

急落し、授業中の集中力も大きく低下した。生

活リズムが乱れ、家庭内の会話も減少、ネット

スラングの多用など行動面でも変化が見られた。

さらに視力低下や極端なスマートフォン依存、

学習意欲の著しい低下、家族関係の悪化も深刻

である。M さんの子どもも、学習中に頻繁にス

マートフォンを確認して集中できず、視力低下

や推し関連のネガティブ情報による気分の落ち

込みが指摘されている。P さんの子どもは動画

やアイドル情報への執着から学習が後回しにな

り、休日も塾や習い事を嫌がるようになってい

る。Z さんの家庭では成績低下に加えてゲーム

依存が進行し、夜更かしや感情の不安定さ、命

を引き合いに出して親を脅すなどの問題行動も

見られる。これらの事例から、スマートフォン

が子どもたちの学力・健康・精神状態・家庭環

境に深刻な悪影響を与えていることが明らかと

なった。  
d.家庭における対応策  

各家庭ではスマートフォンの使い方に関する

何らかのルールが設けられており、特に夜間の

利用制限や、使用時間の上限設定が見られた。

F さんの家庭では、成績低下をきっかけにルー

ルを設けたが、強い反発があり、完全な管理は

難しいと感じている。そのため、現在は本人と

相談しながら使用時間を決め、リビングでの使

用を促している。P さんの家庭でも、娯楽のた

めの使用は平日 10 分程度に制限され、学習を

終えた後のご褒美として使用を認めるなどの工

夫がなされている。ただし子どもが「友達も自

由に使っている」と主張することで、自由使用

を試みるも、結果的にうまくいかなかった。Z さ

んの家庭では、当初は平日の使用を禁止してい

たが、子どもの強い反発と家庭内での意見の違

い（父親は自由派、母親は管理派）により、最

終的には子どもの自由管理を認める形に変更さ

れた。一方、M さんの家庭では、基本的に自主

管理を重視し、子どもを大人として扱う姿勢が

取られており、子どももそのルールを素直に受

け入れている。  
e.家庭における対応策に対する子どもの反応  

子どもの反応は家庭ごとに異なる。F さんや

Z さんの子どもは、自由に使っている友人と比

べて不公平感を訴えるなど強い反発を示したが、

P さんの子どもは最初こそ不満を抱きながらも、

次第にルールを受け入れつつある。これに対し、

M さんのように自主管理を促す家庭では、比較

的良好な関係が維持されている。  
学校との連携に関しては、F さんと P さんは

教師に相談や協力を求めたが、いずれも効果は

限定的だった。また、M さんと Z さんは学校か

らの支援は特に受けていなかった。以上のよう

に、保護者の方々はスマートフォン利用に関し

て様々な試行錯誤を重ねており、子どもの性格

や家庭環境、親の価値観によって対応の仕方が

大きく異なることが明らかとなった。また、学

校との連携の効果も限定的であることから、家

庭と学校のより継続的かつ協調的な取り組みが

求められる。  
f.保護者の自由意見  

4 人の保護者のインタビューからは、スマー

トフォン利用に対する考え方や対応が家庭ごと

に異なるものの、共通する課題も浮かび上がっ

ている。F さんは、早期に依存に気づけず子ど

もの学力や健康に悪影響が出たことを後悔して

おり、使用状況の見守りや指導の不足を反省し

ている。M さんは、スマートフォンを子どもの

成長の一助ととらえ、自主性を尊重しつつ、親

の過度な干渉は逆効果になると指摘している。

P さんは、現代社会ではスマートフォンを完全

に排除するのは非現実的であるとしつつも、子

どもには自己管理が難しいため、親が一定のル

ールで使用をコントロールすべきと考えている。

Z さんは、父母間で方針が一致しない中でのル

ール作りの難しさや、スマートフォン依存によ

る学習意欲の低下、家庭内のトラブルなど深刻

な影響を訴え、対応方法が分からず苦慮してい

る。これらの声からは、家庭ごとに異なる価値

観や状況の中で、保護者がスマートフォンとの

適切な距離を模索しながら対応している実態が

明らかとなった。  
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スマートフォンの使用により子どもたちには

多方面で深刻な悪影響が見られている。F さん

の子どもはスマートフォンを持ってから成績が

急落し、授業中の集中力も大きく低下した。生

活リズムが乱れ、家庭内の会話も減少、ネット

スラングの多用など行動面でも変化が見られた。

さらに視力低下や極端なスマートフォン依存、

学習意欲の著しい低下、家族関係の悪化も深刻

である。M さんの子どもも、学習中に頻繁にス

マートフォンを確認して集中できず、視力低下

や推し関連のネガティブ情報による気分の落ち

込みが指摘されている。P さんの子どもは動画

やアイドル情報への執着から学習が後回しにな

り、休日も塾や習い事を嫌がるようになってい

る。Z さんの家庭では成績低下に加えてゲーム

依存が進行し、夜更かしや感情の不安定さ、命

を引き合いに出して親を脅すなどの問題行動も

見られる。これらの事例から、スマートフォン

が子どもたちの学力・健康・精神状態・家庭環

境に深刻な悪影響を与えていることが明らかと

なった。  
d.家庭における対応策  

各家庭ではスマートフォンの使い方に関する

何らかのルールが設けられており、特に夜間の

利用制限や、使用時間の上限設定が見られた。

F さんの家庭では、成績低下をきっかけにルー

ルを設けたが、強い反発があり、完全な管理は

難しいと感じている。そのため、現在は本人と

相談しながら使用時間を決め、リビングでの使

用を促している。P さんの家庭でも、娯楽のた

めの使用は平日 10 分程度に制限され、学習を

終えた後のご褒美として使用を認めるなどの工

夫がなされている。ただし子どもが「友達も自

由に使っている」と主張することで、自由使用

を試みるも、結果的にうまくいかなかった。Z さ

んの家庭では、当初は平日の使用を禁止してい

たが、子どもの強い反発と家庭内での意見の違

い（父親は自由派、母親は管理派）により、最

終的には子どもの自由管理を認める形に変更さ

れた。一方、M さんの家庭では、基本的に自主

管理を重視し、子どもを大人として扱う姿勢が

取られており、子どももそのルールを素直に受

け入れている。  
e.家庭における対応策に対する子どもの反応  

子どもの反応は家庭ごとに異なる。F さんや

Z さんの子どもは、自由に使っている友人と比

べて不公平感を訴えるなど強い反発を示したが、

P さんの子どもは最初こそ不満を抱きながらも、

次第にルールを受け入れつつある。これに対し、

M さんのように自主管理を促す家庭では、比較

的良好な関係が維持されている。  
学校との連携に関しては、F さんと P さんは

教師に相談や協力を求めたが、いずれも効果は

限定的だった。また、M さんと Z さんは学校か

らの支援は特に受けていなかった。以上のよう

に、保護者の方々はスマートフォン利用に関し

て様々な試行錯誤を重ねており、子どもの性格

や家庭環境、親の価値観によって対応の仕方が

大きく異なることが明らかとなった。また、学

校との連携の効果も限定的であることから、家

庭と学校のより継続的かつ協調的な取り組みが

求められる。  
f.保護者の自由意見  

4 人の保護者のインタビューからは、スマー

トフォン利用に対する考え方や対応が家庭ごと

に異なるものの、共通する課題も浮かび上がっ

ている。F さんは、早期に依存に気づけず子ど

もの学力や健康に悪影響が出たことを後悔して

おり、使用状況の見守りや指導の不足を反省し

ている。M さんは、スマートフォンを子どもの

成長の一助ととらえ、自主性を尊重しつつ、親

の過度な干渉は逆効果になると指摘している。

P さんは、現代社会ではスマートフォンを完全

に排除するのは非現実的であるとしつつも、子

どもには自己管理が難しいため、親が一定のル

ールで使用をコントロールすべきと考えている。

Z さんは、父母間で方針が一致しない中でのル

ール作りの難しさや、スマートフォン依存によ

る学習意欲の低下、家庭内のトラブルなど深刻

な影響を訴え、対応方法が分からず苦慮してい

る。これらの声からは、家庭ごとに異なる価値

観や状況の中で、保護者がスマートフォンとの

適切な距離を模索しながら対応している実態が

明らかとなった。  
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5．考察  
本研究は、中国の中学生を対象にアンケート

調査および教員・保護者へのインタビューを通

じて、スマートフォン使用実態と家庭・学校に

おける管理状況を多角的に検討した。  
まず、スマートフォン使用時間の分析から、

平日よりも週末・長期休暇に使用時間が延長す

る傾向が確認された。この傾向は、学校生活に

おける時間的制約が使用行動に大きく影響する

ことを示すものであり、先行研究における「自

由時間の増加に伴うスクリーンタイムの延長」

と整合的である（李月，2023、CNNIC，2020）。   

さらに、使用目的においては、学習支援や情報

取得、娯楽、SNS 利用といった多様な行動が観

察され、生徒によるスマートフォンの利便性の

認識が明らかとなった。一方で、身体活動の減

少や集中力低下、対人関係の変化などの否定的

影響も限定的ながら見られ、使用が生活習慣や

心理健康に及ぼす潜在的リスクを示唆した。  
次に、依存傾向の分析では、インタビューか

ら家庭内でスマートフォン依存の兆候がある生

徒の存在が示され、親の監督不足や情緒的コミ

ュニケーションの不十分さが主因となる場合が

あることが確認された（張明麗，2024）。アンケ

ー ト 結 果 で も 、 一 部 生 徒 は 長 時 間 の 利 用 や

SNS・動画視聴に偏っており、学業や生活リズ

ムへの影響が生じていた。これは、李倩（2025）
が指摘する過度使用による睡眠不足や精神状態

への影響と一致するが、本研究では特に家庭内

の認識差が依存傾向を強める要因として作用す

る可能性が示された点が特徴的である。  
家庭内葛藤の観点では、親子間のスマートフ

ォン使用に関する認識差が、家庭内衝突の頻度

や生徒のルール策定意向と有意に関連していた。

認識差が大きい場合、生徒は自律的にルールを

決定したい意向が強まる一方、家庭内衝突が常

態化する傾向が確認された。これは、単なる使

用時間やルールの有無よりも、親子間の価値観

やリスク認識の共有度合いが家庭内関係に与え

る影響が大きいことを示しており、従来の「ル

ール厳格化が管理効果を高める」という見解と

は異なる知見である。  

自律性の観点では、生徒の意見表明頻度とル

ール策定意向の間には明確な相関は見られなか

ったが、意見表明の有無よりも、親子間の認識

共有や関係性の質が自律的ルール策定意向に影

響することが明らかとなった。すなわち、自己

決定の実現は単なる発言機会よりも、対話を通

じた理解の共有に依存することが示唆された。

この点は、中学生期における自己同一性形成や

抽象的思考の発達に伴う自律志向の形成過程と

整合的であり（林崇徳，2018）、発達心理学的観

点からの理解を補強するものである。  
さらに、学校・家庭における管理方略の比較

から、学校は制度的規定やネットリテラシー教

育を重視するのに対し、保護者は家庭の価値観

や状況に応じて試行錯誤的に対応している実態

が明らかとなった。これにより、学校と家庭の

連携は形式的・表面的にとどまり、長期的かつ

継続的な支援の提供が困難な状況が浮かび上が

った。この結果は、単純な禁止措置だけでは中

学生のスマートフォン使用管理の課題解決には

不十分であり、親子間対話や段階的自律支援を

組み合わせた包括的アプローチの必要性を示唆

している。  
総じて、本研究は、中学生のスマートフォン

使用制限に対する態度や行動が、単純な規制・

自由の二分法では説明できず、家庭内ルール形

成過程、親子関係の質、学校制度、さらには生

徒の発達段階における自律性意識が相互に作用

する中で形成されることが示唆された。また、

家庭内における価値観やリスク認識の共有度合

いが、生徒の受け止め方や家庭内関係に大きく

影響することが明らかとなり、管理施策の評価

や設計において重要な視点となる。  
 
6．まとめと今後の課題  

本研究により、中学生のスマートフォン使用

は学習・生活を支える有用なツールである一方、

依存、学力低下、家庭内葛藤といった問題を生

じる場合があることが明らかとなった。特に、

家庭内管理の成否はルールの厳しさだけでなく、

親子間の認識共有や価値観の合意形成に大きく

左右されることが示唆された。親子の認識差は、
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自律的ルール決定志向を高めると同時に、家庭

内衝突を増幅させる要因として機能しており、

スマートフォン管理における重要な視点である。 
今後は、家庭と学校が連携し、単なる使用制

限にとどまらず、生徒自身がスマートフォンと

の適切な向き合い方を考える機会を継続的に提

供する必要がある。また、縦断的研究や介入的

研究を通して、家庭・学校双方を対象とした実

践的で持続可能な使用支援モデルの構築が求め

られる。特に、価値観共有や認識調整を中心と

した段階的自律支援を組み合わせた包括的アプ

ローチが、中学生の健全な発達と学習生活の両

立に寄与することが期待される。  
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